
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長崎県 壱岐市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【人件費】・・・・・人件費に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っているが、人口１人当たりの決算額が類似団体平均を上回っており、集中改革プランに掲げ
た取り組みの実施により改善を図っていく。具体的には17～23年度までの7年間で正規職員100人削減（純減率15.3%）の目標値を設定して定員の適正化に取り組
んでいる。また、報酬・手当などの見直し、給料の特例減額を実施しており、今後さらに行財政改革を取り組み人件費の削減に努める。

【物件費】・・・・・物件費に係る経常収支比率が高い理由として、合併前の旧町がそれぞれ有していた、ごみ処理施設やし尿処理施設、集会施設などの複数の類似
施設の管理運営を行っているためである。また、１島１自治体であり施設の広域化ができないことも要因にあげられる。今後、ごみ処理施設、し尿処理施設などの
統廃合を進め、コスト削減を図っていく必要がある。

【扶助費】・・・・・扶助費に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っているが、人口１人当たりの決算額は類似団体平均を上回っており、生活保護費で医療扶助
は減少したものの依然高い水準である。

【公債費】・・・・・地方債の元利償還金が対前年度比0.7%の微増であり、また公営企業債の元利償還金に係るものなど公債費に類似の経費も増加傾向にあり、人口
１人当たり決算額は類似団体平均を上回っている。今後、合併特例事業債による廃棄物処理施設整備等の大型事業を控えており、公債費負担の増加が懸念され
るところであるが、交付税措置のある有利な地方債の活用や繰上償還等により公債費負担の上昇を抑えるとともに、財政健全化計画及び公営企業経営健全化計
画等に則った健全な財政運営に努める。

【補助費等】・・・・・補助費等に係る経常収支比率は類似団体平均を下回っている。17年度に補助金検討委員会を設置し、補助金等の整理合理化について提言を
受け、18年度予算から反映させており、今後も公益性・必要性・妥当性・効果等について統一的な基準を設け、縮減・廃止等の方策について検討を行い、補助金等
の抑制を図る。

【その他】・・・・・その他の主なものに繰出金があるが、経常収支比率は類似団体平均を下回っている。今後も特別会計の独立採算の原則に基づき経営努力や経
費の節減を求め、基準外繰出金や繰出基準に基づかない繰出金の抑制を図る。

【普通建設事業】・・・・・普通建設事業費の人口１人当たりの決算額が類似団体平均を上回っているが、これは合併特例事業の実施によるもので、合併特例事業が
合併後１０年間に限定されていることからこの期間内での着手が必然となり増加要因となっている。今後も大型事業の廃棄物処理施設整備など合併特例事業を控
えており、既存事業の休廃止により公債費比率の抑制や普通建設事業費の抑制に努める必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,754,008 121,226 87,834 38.0
賃金（物件費） 199,961 6,457 4,894 31.9
一部事務組合負担金（補助費等） 25,919 837 9,731 ▲ 91.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 200,297 6,468 687 841.5
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 226,653 7,319 3,500 109.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 104,368 3,370 1,822 85.0
▲退職金 ▲ 384,119 ▲ 12,404 ▲ 11,117 11.6
合計 4,127,087 133,274 97,351 36.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 11.79 9.50 2.29
ラスパイレス指数 93.2 95.6 ▲ 2.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 3,228,101 104,243 61,539 69.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 39 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 552,284 17,835 15,807 12.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 - - 4,424 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 16,228 524 2,297 ▲ 77.2

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 1,899 61 33 84.8

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 2,413,740 ▲ 77,946 ▲ 47,475 64.2

合計 1,384,772 44,718 36,664 22.0
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

4,427,086 134,943 ▲ 25.1 70,938 ▲ 16.9 ▲ 8.2

うち単独分 2,257,640 68,816 ▲ 40.8 35,063 ▲ 20.7 ▲ 20.1

4,571,746 140,834 4.4 64,690 ▲ 8.8 13.2

うち単独分 2,259,532 69,605 1.1 39,427 12.4 ▲ 11.3

4,813,286 151,157 7.3 64,305 ▲ 0.6 7.9

うち単独分 2,619,696 82,269 18.2 34,136 ▲ 13.4 31.6

4,636,551 147,276 ▲ 2.6 58,137 ▲ 9.6 7.0

うち単独分 1,849,935 58,762 ▲ 28.6 29,406 ▲ 13.9 ▲ 14.7

5,624,771 181,638 23.3 61,050 5.0 18.3

うち単独分 1,750,066 56,514 ▲ 3.8 31,167 6.0 ▲ 9.8

過去５年間平均 4,814,688 151,170 1.5 63,824 ▲ 6.2 7.7

うち単独分 2,147,374 67,193 ▲ 10.8 33,840 ▲ 5.9 ▲ 4.9

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

H19

H20

H16

H17

H18

人口1人当たり決算額の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

H16 H17 H18 H19 H20

（円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長崎県 壱岐市

当該団体値 類似団体平均値


